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要　旨
認知症高齢者グループホームは本来、「小規模な居住空間、なじみの人間関係、家庭的な
雰囲気の中で、住み慣れた地域での生活を継続しながら、一人ひとりの生活のあり方を支援
していく」という機能を持っているが、現状のグループホームでは、入居者らは認知症から
くる心身症状を理由に自由な外出を制限されたり、日常生活の大部分を職員の業務上の都合
に左右されている状況にある。そこで本研究では、N県内のグループホームに対し、アンケ
ート調査を実施し実態把握をするとともに、そこで働く職員の属性の違いによる意識や行動
の傾向を探り、それらが入居者の生活にどのような影響を与えるかを考察した。
結果として、地域交流を含めたグループホームの役割や機能を理解し、現状に問題意識を
持っている職員の共通点として、①管理者やリーダーとして役職を務めていること、②介護
現場での勤務経験が長いこと、③福祉系の法定資格を保有していること、④常勤職員である
こと等が明らかになった。
キーワード：認知症高齢者、グループホーム、職位、介護経験年数、保有資格
1．はじめに
我が国の65歳以上の人口は、平成17年には総人口の20％を超え、総務省統計局の平成26年
7月1日現在の推計によると、65歳以上の高齢者人口は過去最高の3.272万人で、高齢化率は
当初の予想を大きく上回る25.7％に達するなど、本格的な「超高齢社会」を迎えている。ま
た、総人口は減少する中で、国立社会保障・人口問題研究所は、今後も高齢者人口は増加を
続け、平成47（2035）年には、3.741万人に達し、3人に1人が65歳以上になると予想してい
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る1。こうした急速な高齢化の進展に伴い、高齢者を中心とした医療・保健・福祉は様々な
面で大きな課題を抱えている。
その中でも認知症高齢者の増加は著しく、厚生労働省の発表によると、介護保険制度にお
ける要介護認定で用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」のⅡ以上の人数は、平成22
（2010）年の段階で280万人（65歳以上人口比9.5％）に上り、平成27（2015）年には345万人
（同人口比10.2％）に達するとされている2。
そんな中、「認知症ケアの切り札」として注目されたのが「グループホーム」である。我
が国における高齢者認知症対応型のグループホームは、介護保険法の中で「地域密着型サー
ビス」に該当し、「認知症対応型共同生活介護」として位置付けられている。
グループホームが普及してきた背景として、外山（2000）3は、在宅の認知症高齢者ケアを
めぐる状況と施設での状況の2つの点を指摘している。
在宅での認知症ケアの状況は、2000年から導入された介護保険制度により、生活の中で本
人や家族ができない部分をサービスで補うという「点で支える」システムが定着してきてい
るが、認知症のケアにはその症状がゆえに、24時間、365日継続的な「線的なケアニーズ」
が存在する。2度の改正を経て、充足されてきた介護保険サービスでも、在宅においては家
族介護者が占める負担は大きい。重度化に伴う身体介護のほかに、認知症症状の進行に伴
い、今まで培ってきた自己を失っていく肉親を受容しなければならないという精神的な負担、
さらに介護に携わることで、介護者自身の人生や自己実現が犠牲になるという側面もある。
こうした困難が虐待につながったり、高齢者と介護者が共倒れになる事態を招く危険性を秘
めている。
一方、施設の状況については、外山（2003）の著書4において、高齢者が暮らし慣れた地
域から施設へ生活の場を移行する際の問題点が、3つの「苦難」という表現で示されている。
まず1つめは、施設に入る原因（転倒、骨折、死別など）そのものによる苦しみ、2つめは、
自らがコントロールしてきた居住環境システムの喪失、3つめは、施設という非日常空間に
移ることにより味わう様々な「落差」である。
同書では、グループホームは、こうした在宅と施設双方の課題を乗り越える可能性を秘め
た居住形態、ケア形態として登場してきた、としている。具体的には、家庭的な雰囲気の中
で、専門のスタッフに見守られながら、認知症自体が治癒するわけではないが、その進行を
遅らせ、周辺症状（BPSD）を改善でき、認知症高齢者一人ひとりがその人らしい生活を再
構築していく場であるとされている。また、グループホームにおける少人数の継続した人間
関係の中での個々人に合わせたケアは、認知症高齢者にとって個性を尊重されているという
実感が安心感につながり、さらに集団の中で自らの役割を見出すことで、意欲が引き出され、
無気力な生活から抜け出すことができるのである5。
しかしその反面、この小規模空間であるがゆえのデメリットも指摘されている。外山
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（2000）は、少人数での濃密な人間関係は、グループホーム内の狭い空間の中だけで過ごす
時間が長いほどトラブルが起きやすい、としている6。また、外山（2003）7では、利用者の生
活がグループホーム内で完結してしまうと、利用者の生活の質はグループホーム内の人的・
物理的環境の質によって完全に左右されてしまうおそれがある、としている。つまり、その
質が良質でない場合、利用者は完全に逃げ場を失ってしまうことになる。そのため、グルー
プホームは「家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にある」必要があり、地域や
自然に触れることで、時に単調になりがちな人間関係に適度な刺激を与え、生活にメリハリ
をつけることができるのである。
筆者は実際にグループホームに勤務する中で、上記のメリット・デメリットに触れ、地域
交流を含めた入居者の生活の質の良し悪しは、そこで働く職員の意識や行動に依拠する部分
が大きい可能性が高い点に着目した。
そこで本研究では、グループホームで働く職員の立場の違いによる意識や行動が入居者の
生活にどのように影響するか考察する。そして、こうした実態把握を通して、「小規模な居
住空間、なじみの人間関係、家庭的な雰囲気の中で、住み慣れた地域の中での生活を継続し
ながら、一人ひとりの生活のあり方を支援していく」8というグループホームが持つ本来の機
能を実現するためには何が必要かを明らかにすることとした。
2．研究方法
1）調査対象者
本調査は、NPO法人N県宅老所・グループホーム連絡会の協力を得て、厚労省HP「介護
事業所検索介護サービス情報公表システム」に、平成25年4月1日現在掲載されているN県内
の「認知症対応型共同生活介護」（以下、グループホーム）サービス提供事業所187事業所に
対し、実施した。
調査対象者は、上記グループホームに勤務する介護職員とした。研究の趣旨を記載した依
頼文と調査票および返信用封筒を、1事業所あたり管理者（施設長）用1部、ユニットリーダ
ー用を各ユニットに対し1部ずつ、一般介護職員用を各ユニットに対し5部ずつを同封して送
付し、調査票記入後は各事業所で取りまとめ、郵送法にて回収した。このうち、事前に協力
辞退の申し出があった2事業所、運営休止中の1事業所を除外した184事業所に対し回答を求
め、55事業所より回答を得た（29.9％）。職員別にみると、管理者は184部のうち52部（28.3
％）、ユニットリーダー269部のうち66部（24.5％）、一般介護職員は1,345部のうち303部
（22.5％）が回収された。
2）調査期間
2013年5月7日～6月10日とした。
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3）調査項目
本研究では、グループホームと地域との関わりについての現状と、そこで働く職員の立場
の違いによる地域との関わりを含めたグループホームで行われるケアに関する意識の差を把
握するため、調査対象者を管理者（施設長）、ユニットリーダー（以下、リーダー）、一般介
護職員（以下、一般職員）の3つに分類し、それぞれに対し基本属性などの共通項目の他に、
役職に配慮した異なる内容を取り入れた調査票を作成した。調査票の項目内容や構成は、先
行研究をもとに作成した9 10 11 12 13 14。また、事前に1事業所（2ユニット）に協力を得て、2013
年2月～3月にプレ調査を実施し、担当教員と項目の妥当性や内容を再検討し、独自に修正を
加えた。
4）分析方法
分析手法は、IBM SPSS Statistics21による単純集計、クロス集計によるχ二乗検定、因
子分析を用いた。
5）倫理的配慮
調査対象者には、調査票に添付した依頼文書にて、研究の趣旨、調査内容は研究目的以外
に使用せず責任を持って保管すること、プライバシーの保護を厳守することを明記した。ま
た、調査票の回収に当たっては、個人の回答内容が分からないようにするため、返信用の封
筒とは別に調査票と同数の小封筒を同封し、スタッフ個人が厳封した後、事業所ごとまとめ
て返信できるようにした。なお、本研究は、東洋大学大学院倫理委員会の承認を得て実施し
た。
3．調査結果
1）調査対象者の基本属性
本調査の有効回答数は、事業所としての有効回答数は55事業所で、有効回答率は29.9％、
管理者、リーダー、一般職員の3者の合計人数としての有効回答数は421名で、有効回答率は
23.4％である〈表1〉。
性別について、全体数としては男性は84名（20％）、女性336名（80％）であり、職位別に
みてもほぼ同様の割合である。年齢については、20代以下は60名（14.7％）、30代は78名
（19.1％）、40代は92名（22.5％）、50代は117名（28.7％）、60代以上は61名（14.9％）で、平
均年齢は45.6歳であった。また、年齢層をさらに若年層（20～30歳代）、中年層（40～50歳
代）、高年層（60歳以上）の3つに分類すると、若年層は138名（33.8％）、中年層は209名
（51.2％）、高年層は61名（15.0％）であり、中年層が半数を占めていることが分かった。職
位別にみても同様に中年層が高い割合となっている。
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介護経験年数については、1年未満の人が22名（5.4％）、1～3年の人は102名（25.1％）、4
～6年の人が97名（23.9％）、7～9年の人が68名（16.7％）、10年以上の人が117名（28.8％）
であった。職位別では、管理者とリーダーが共に10年以上の経験者が最も多く、一般職員に
ついては1～3年の人が高い割合であった。続いて、現在の職場での勤務年数については、1
年未満の人が55名（13.4％）、1～3年の人は177名（43.2％）、4～6年の人が111名（27.1％）、
7～9年の人が47名（11.5％）、10年以上の人が20名（4.9％）であった。職位別では、管理者、
リーダー共に4～6年の経験者が最も多く、一般職員では1～3年の人が半数を占めている。
雇用形態は、リーダーと一般職員の2者に回答を求めており、常勤が264名（72.1％）、非
常勤が102名（27.9％）であった。学歴では、卒業した学校を項目の中から全て選ぶ複数回
答で求めた結果、高等学校は391名（96.5％）で、うち福祉系高等学校を卒業した人は2名
（0.5％）であった。専門学校は62名（15.3％）で、うち福祉系専門学校を卒業した人は28名
（9.6％）であった。短期大学は64名（15.8％）で、うち福祉系短期大学を卒業した人は30名
（7.4％）であった。四年制大学は54名（13.4％）で、うち福祉系大学を卒業した人は16名
（4.0％）であった。大学院は6名（1.4％）で、うち福祉系大学院を卒業している人は3名（0.7
％）であった。その他は25名（6.2％）であった。
保有資格については、ホームヘルパー2級が285名（68.5％）で最も多く、次いで介護福祉
士211名（50.5％）、介護支援専門員69名（16.5％）、社会福祉主事28名（6.7％）、ホームヘル
パー1級21名（5.0％）、保育士と教員免許（幼稚園教諭を含む）が共に18名（4.3％）、認知症
ケア専門士15名（3.6％）、看護師14名（3.3％）、社会福祉士9名（2.2％）、保健師3名（0.7％）
であった。また、その他は41名（9.8％）、資格なしは9名（2.2％）で、医師、精神保健福祉
士については回答がなかったため、項目から除外した。
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5 
 
全数（％）
（n=421) 管理者　（％）　 リーダー　(％） 一般職員　（％）
(n=52) (n=66) (n=303)
男性 84　（20.0） 10　(19.2) 17　(25.8) 57　(18.8)
女性 336　（80.0） 42　(80.8) 49　(74.2) 245　(80.9)
１０－２０代 60　（14.7） 3　　（5.9） 10　（15.4） 47　（16.1）
３０代 78　（19.1） 12　（23.5） 16　（24.6） 50　（17.1）
４０代 92　（22.5） 7　　（13.7） 17　（26.2） 68　（23.3）
５０代 117　（28.7） 18　（35.3） 19　（29.2） 80　（27.4）
６０代 56　（13.7） 9　（17.6） 2　　（3.1） 45　（15.4）
７０代 5　　（1.2） 2　　（3.9） 1　　（1.5） 2　　（0.7）
１年未満 22　　（5.4） 22　　（7.6）
1～3年 102　（25.1） 2　　（3.9） 5　　（7.8） 95　（32.6）
4～6年 97　（23.9） 4　　（7.8） 15　（23.4） 78　（26.8）
7～9年 68　（16.7） 10　（19.6） 18　（28.1） 40　（13.7）
10年以上 117　（28.8） 35　（68.6） 26　（40.6） 56　（19.2）
１年未満 55　（13.4） 2　　（3.9） 4　　（6.2） 49　（16.7）
1～3年 177　（43.2） 11　（21.6） 18　（27.7） 148　（50.3）
4～6年 111　（27.1） 21　（41.2） 27　（41.5） 63　（21.4）
7～9年 47　（11.5） 10　（19.6） 11　（16.9） 26　　（8.8）
10年以上 20　　（4.9） 7　（13.7） 5　　（7.7） 8　　（2.7）
常勤 264　（72.1） 63　（95.5） 201　（67.0）
非常勤 102　（27.9） 3　　（4.5） 99　（33.0）
高等学校 福祉 2　　（0.5） 1　　（1.9） 1　　（0.3）
非福祉 389　（96.0） 50　（96.2） 64　（97.0） 275　（95.5）
専門学校 福祉 28　　（6.9） 5　　（9.6） 7　（10.7） 16　　（5.6）
非福祉 34　　（8.4） 5　　（9.6） 6　　（9.2） 23　　（8.0）
短期大学 福祉 30　　（7.4） 4　　（7.7） 6　　（9.2） 20　　（6.9）
非福祉 34　　（8.4） 7　（13.5） 5　　（7.7） 22　　（7.6）
大学 福祉 16　　（4.0） 8　（15.4） 5　　（7.7） 3　　（1.0）
非福祉 38　　（9.4） 5　　（9.6） 8　（12.3） 25　　（8.7）
大学院 福祉 3　　（0.7） 1　　（1.9） 1　　（1.5） 1　　（0.3）
非福祉 3　　（0.7） 1　　（1.9） 1　　（1.5） 1　　（0.3）
その他 25　　（6.2） 1　　（1.9） 3　　（4.6） 21　　（7.3）
285　（68.5） 24　（46.2） 38　（57.6） 223　（74.8）
21　　（5.0） 5　　（9.6） 2　　（3.0） 14　　（4.7）
211　（50.5） 38　（73.1） 57　（86.4） 116　（38.7）
14　　（3.3） 6　（11.5） 1　　（1.5） 7　　（2.3）
3　　（0.7） 1　　（1.9） 2　　（0.7）
9　　（2.2） 5　　（9.6） 3　　（4.5） 1　　（0.3）
69　（16.5） 29　（55.8） 21　（31.8） 19　　（6.3）
18　　（4.3） 1　　（1.9） 4　　（6.1） 13　　（4.3）
18　　（4.3） 3　　（5.8） 5　　（7.6） 10　　（3.3）
28　　（6.7） 14　（26.9） 5　　（7.6） 9　　（3.0）
15　　（3.6） 6　（11.5） 4　　（6.1） 5　　（1.7）
41　　（9.8） 1　　（1.9） 9　（13.6） 31　（10.3）
9　　（2.2） 9　　（3.0）
雇用形態
カテゴリー
学歴
（複数回答）
ホームヘルパー2級
ホームヘルパー1級
介護経験年数
現職場経験年数
項目
性別
年齢
保有資格
（複数回答）
介護福祉士
看護師
保健師
社会福祉士
介護支援専門員
資格なし
保育士
教員免許（幼稚園教諭含む）
社会福祉主事
認知症ケア専門士
その他
卒業した人は 16名（4.0％）であった。大学院は 6名（1.4％）で、うち福祉系大学院を卒
業している人は 3名（0.7％）であった。その他は 25名（6.2％）であった。 
保有資格については、ホームヘルパー2級が 285名（68.5％）で最も多く、次いで介護福
祉士 211 名（50.5％）、介護支援専門員 69 名（16.5％）、社会福祉主事 28 名（6.7％）、ホ
ームヘルパー1級 21名（5.0％）、保育士と教員免許（幼稚園教諭を含む）が共に 18名（4.3％）、
認知症ケア専門士 15名（3.6％）、看護師 14名（3.3％）、社会福祉士 9名（2.2％）、保健師
3 名（0.7％）であった。また、その他は 41 名（9.8％）、資格なしは 9 名（2.2％）で、医
師、精神保健福祉士については回答がなかったため、項目から除外した。 
〈表１〉調査対象者の基本属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊各項目で欠損値を除外しているため、度数の合計人数が異なる場合がある。 
2）グループホームの概要
この質問は、管理者に対して行った〈表2〉。管理者の調査票は、各事業所につき1部ずつ
配布したので、人数＝事業所数とも捉えることができる。
運営主体は、社会福祉法人が最も多く、21名（40.4％）であった。次いで、有限会社10名
（19.2％）、株式会社9名（17.3％）、NPO法人5名（9.6％）、医療法人4名（7.7％）、社会福祉協
議会2名（3.8％）、地方自治体1名（1.9％）であった。開設年については、1999年以前は3名
（5.8％）で、2000～2005年が最も多く、23名（44.2％）であった。次いで、2006～2010年が
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17名（32.7％）、2011年以後は9名（17.3％）となっている。ユニット数の割合は、1ユニッ
ト、2ユニット運営とも26名（50.0％）であった。また、1ユニットあたりの入居者の定員に
ついて、「6人」と回答した人が4名（7.7％）、「7人」が1名（1.9％）、法的に規定されている
最大定員である「9人」とする人が47名（90.4％）と大半を占めている。建築様式について、
「新築型」とする人は38名（76.0％）、「改修型」とする人は11名（22.0％）、その他は1名（2.0
％）であった。併設施設の有無については、「併設施設あり」が30名（60.0％）で、「併設施
設なし」は20名（40.0％）であった。「併設施設あり」と回答した人に対し、施設の種類を
たずねたところ、最も回答が多かったのは「デイサービスセンター」で16名（53.3％）、次
いで、「居宅介護支援事業所」12名（40.0％）、「特別養護老人ホーム」8名（26.7％）と続き、
以下は〈表2〉のとおりである。
6 
 
項目 カテゴリー 度数 ％
社会福祉法人 21 40.4
医療法人 4 7.7
株式会社 9 17.3
有限会社 10 19.2
社会福祉協議会 2 3.8
NPO法人 5 9.6
地方自治体 1 1.9
1999年以前 3 5.8
2000～2005年 23 44.2
2006～2010年 17 32.7
2011年以後 9 17.3
1ユニット 26 50.0
2ユニット 26 50.0
6人 4 7.7
7人 1 1.9
9人 47 90.4
新築型 38 76.0
改修型 11 22.0
その他 1 2.0
併設施設あり 30 60.0
併設施設なし 20 40.0
特別養護老人ホーム 8 26.7
老人保健施設 4 13.3
療養型医療施設 0 0.0
養護老人ホーム 1 3.3
有料老人ホーム 5 9.6
併設施設の種類 (n=30) ケアハウス 1 3.3
（複数回答） 高齢者向け住宅 1 1.9
訪問介護事業所 6 11.5
訪問看護ステーション 2 3.8
デイサービスセンター 16 53.3
居宅介護支援事業所 12 40.0
保育所・託児所 0 0.0
病院・診療所 3 10.0
その他 11 36.7
運営主体
開設年
ユニット数
1ユニットあたりの定員
建築様式
併設施設の有無
２）グループホームの概要 
 この質問は、管理者に対して行った〈表２〉。管理者の調査票は、各事業所につき 1 部ず
つ配布したので、人数＝事業所数とも捉えることができる。 
運営主体は、社会福祉法人が最も多く、21 名（40.4％）であった。次いで、有限会社 10
名（19.2％）、株式会社 9 名（17.3％）、NPO 法人 5 名（9.6％）、医療法人 4 名（7.7％）、
社会福祉協議会 2 名（3.8％）、地方自治体 1 名（1.9％）であった。開設年については、1999
年以前は 3 名（5.8％）で、2000～2005 年が最も多く、23 名（44.2％）であった。次いで、
2006～2010 年が 17 名（32.7％）、2011 年以後は 9 名（17.3％）となっている。ユニット
数の割合は、１ユニット、２ユニット運営とも 26 名（50.0％）であった。また、１ユニッ
トあたりの入居者の定員について、「６人」と回答した人が 4 名（7.7％）、「７人」が 1 名
（1.9％）、法的に規定されている最大定員である「９人」とする人が 47 名（90.4％）と大
半を占めている。建築様式について、「新築型」とする人は 38 名（76.0％）、「改修型」と
する人は 11 22. 、その他は 1 名（2.0％）であった。併設施設の有無については、
「併設施設あり」が 30 名（60.0％）で、「併設施設なし」は 20 名（40.0％）であった。「併
設施設あり」と回答した人に対し、施設の種類をたずねたところ、最も回答が多かったの
は「デイサービスセンター」で16名（53.3％）、次いで、「居宅介護支援事業所」12名（40.0％）、
「特別養護老人ホーム」8 名（26.7％）と続き、以下は〈表２〉のとおりである。 
              〈表２〉グループホームの概要       （n=52） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊各項目で欠損値を除外しているため、度数の合計人数が異なる場合がある。 
3）地域との交流に対する職員の意識
ここでは、リーダーと一般職員に対し、グループホームと地域との関わりについて、個人
的な意見や考えを聞いた〈表3〉。全数として最も多かったのは「依頼があれば、ボランティ
アや地域を受け入れたい」で224名（62.6％）であった。次いで「職員や入居者から積極的
に関わる機会が必要だと思う」が201名（56.1％）で、「入居者から希望があれば関わりを持
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つべきである」が146名（40.8％）と続いている。
7 
 
リーダー(％) 一般職員(％)
度数（％） (n=66) (n=303)
1．職員や入居者から積極的にかかわる機会が必要だと思う 201（56.1） 37(56.9) 164(56.0)
2．今は関わりがないけれど、今後、機会を作っていきたい 89（24.9） 26(40.0) 63(21.5)
3．入居者から希望があれば、かかわりを持つべきである 146（40.8） 21(32.3) 125(42.7)
4．自分たちだけでは難しいので、事業所としてアプローチして欲しい 134（37.4） 22(33.8) 112(38.2)
5．依頼があれば、ボランティアや地域（住民・学校など）を受け入れたい 224（62.6） 36(55.4) 188(64.2)
6．必要だと思うが、何をしたらいいかわからない 65（18.2） 11(16.9) 54(18.4)
7．今のかかわりで十分だと思う 35（9.8） 2(3.1) 33(11.3)
8．グループホームの生活が充実していれば、あまり必要性がないと思う 14（3.9） 1(1.5) 13(4.4)
9．業務が忙しく、そこまで考えられない 42（11.7） 4(6.2) 38(13.0)
10．その他 12（3.4） 3(4.6) 9(3.1)
質問項目
全数（n=369)
３）地域との交流に対する職員の意識 
ここでは、リーダーと一般職員に対し、グループホームと地域との関わりについて、個
人的な意見や考えを聞いた〈表３〉。全数として最も多かったのは「依頼があれば、ボラン
ティアや地域を受け入れたい」で 224 名（62.6％）であった。次いで「職員や入居者から
積極的に関わる機会が必要だと思う」が 201名（56.1％）で、「入居者から希望があれば関
わりを持つべきである」が 146名（40.8％）と続いている。 
 
〈表３〉グループホームと地域との関わりに対する意識（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１－地域との交流に対する意識と基本属性との関連 
〈表３〉の質問項目について、こうした意識の違いにどのような傾向があるのかを明ら
かにするため、地域交流に対する意識を従属変数、回答者の基本属性（職位、性別、年齢、
保有資格、介護経験年数、雇用形態）に関する項目を独立変数として、SPSSによるクロス
集計のχ二乗検定を行った。ここでは、有意差が認められた項目のみを提示する〈表４〉。 
まず、職位については、「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答え
た人の割合が、一般職員に比べてリーダーが有意に高いことがわかった。一方、「今の関わ
りで十分だと思う」と答えた人の割合では、逆にリーダーに比べて一般職員が有意に高い
ことがわかった。 
次に年齢についてだが、平均年齢 45.63歳を基準に、若年層と高年層に分類し分析した。
ここでは、「必要だと思うが何をしたらいいかわからない」と答えた割合が、高年層に比べ
若年層が有意に高いことがわかった。 
性別については、「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答えた人の
割合が、女性に比べて男性のほうが有意に高いことがわかった。 
保有資格による関連性は、福祉系の３資格に認められた。ヘルパー2級保有者は「今は関
わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答えた割合がヘルパー2級を持っていな
い人に比べ有意に低く、逆に同項目について、介護福祉士保有者は持っていない人に比べ
有意に高いことがわかった。 
1－地域との交流に対する意識と基本属性との関連
〈表3〉の質問項目について、こうした意識の違いにどのような傾向があるのかを明らかに
するため、地域交流に対する意識を従属変数、回答者の基本属性（職位、性別、年齢、保有
資格、介護経験年数、雇用形態）に関する項目を独立変数として、SPSSによるクロス集計
のχ二乗検定を行った。ここでは、有意差が認められた項目のみを提示する〈表4〉。
まず、職位については、「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答え
た人の割合が、一般職員に比べてリーダーが有意に高いことがわかった。一方、「今の関わ
りで十分だと思う」と答えた人の割合では、逆にリーダーに比べて一般職員が有意に高いこ
とがわかった。
次に年齢についてだが、平均年齢45.63歳を基準に、若年層と高年層に分類し分析した。
ここでは、「必要だと思うが何をしたらいいかわからない」と答えた割合が、高年層に比べ
若年層が有意に高いことがわかった。
性別については、「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答えた人の
割合が、女性に比べて男性のほうが有意に高 ことがわかった。
保有資格による関連性は、福祉系の3資格に認められた。ヘルパー2級保有者は「今は関わ
りがないけれど、今後機会を作っていきたい」と答えた割合がヘルパー2級を持っていない
人に比べ有意に低く、逆に同項目について、介護福祉士保有者は持っていない人に比べ有意
に高いことがわかった。
介護支援専門員保有者は、「入居者から希望があれば、関わりを持つべきである」とする
人の割合が、持っていない人に比べ有意に低いことが分かった。
次に、介護経験年数については、平均経験年数6.85年を基準に、短期経験者と長期経験者
に分類し分析した。こちらは「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」とす
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る割合が短期経験者に比べて長期経験者が高い傾向がみられた。また、「業務が忙しく、そ
こまで考えられない」とする割合では、逆に長期経験者に比べ短期経験者のほうが有意に高
いことがわかった。
雇用形態については、常勤と非常勤に分類し分析した。ここでは「依頼があれば、ボラン
ティアや地域を受け入れたい」とする割合が、常勤にくらべ非常勤のほうが有意に低いこと
がわかった。
8 
 
質問項目
ヘルパー
2級
介護福祉
士
介護支援
専門員
認知症ケ
ア専門士
資格なし
1．職員や入居者から積極的にかかわる機会が必要だと思う *
2．今は関わりがないけれど、今後、機会を作っていきたい * *** * * △
3．入居者から希望があれば、かかわりを持つべきである *
4．自分たちだけでは難しいので、事業所としてアプローチして欲しい *
5．依頼があれば、ボランティアや地域（住民・学校など）を受け入れたい *
6．必要だと思うが、何をしたらいいかわからない * *
7．今のかかわりで十分だと思う * *
8．グループホームの生活が充実していれば、あまり必要性がないと思う
9．業務が忙しく、そこまで考えられない * *
10．その他
  * p<0.05　** p<0.01 *** p<0.001  △ p<0.1
（△は～の傾向があると判断した。）
（χ二乗検定）
資格
職位 年齢 性別 介護経験 雇用形態
介護支援専門員保有者は、「入居者から希望があれば、関わりを持つべきである」とする
人の割合が、持っていない人に比べ有意に低いことが分かった。 
次に、介護 年数については、平均経験年数 6.85年を基準に、短期経験者と長期経験
者に分類し分析した。こちらは「今は関わりがないけれど、今後機会を作っていきたい」
とする割合が短期経験者に比べて長期経験者が高い傾向がみられた。また、「業務が忙しく、
そこまで考えられない」とする割合では、逆に長期経験者に比べ短期経験者のほうが有意
に高いことがわかった。 
雇用形態については、常勤と非常勤に分類し分析した。ここでは「依頼があれば、ボラ
ンティアや地域を受け入れたい」とする割合が、常勤にくらべ非常勤のほうが有意に低い
ことがわかった。 
〈表４〉地域交流に対する意識と基本属性とのχ二乗検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4）グループホームで仕事をする上での意識
1－因子分析と尺度の作成
管理者、リーダー、一般職員の3者に対し、グループホームで仕事をする時に必要だと思
う項目について23項目を作成し、4件法で回答を求めた。全体数の回答状況は〈図1〉のとお
りである。
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390
359
297
296
282
245
237
236
222
218
211
203
189
178
178
175
172
141
130
118
87
78
61
27
59
116
119
126
145
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3
2
4
3
5
9
11
10
14
22
37
14
13
29
39
24
27
54
41
59
78
109
126
0% 25% 50% 75% 100%
職員のチームワーク
認知症に関する知識
認知症の介護技術
コミュニケーション能⼒
職員に対する認知症に関する研修
家族とホームとの関係づくり
⼊居者と職員の家庭的な関わり
個別⽀援計画の作成
個別⽀援計画に添ったケアの実施
⾝体的な介助技術で⼀定のレベル
重度の⾝体介護にも対応できる環境
家庭に近い環境づくり
⼊居者の外出⽀援
⼊居者と家族の⽇常的な交流
終末期のケア
周辺地域や近隣住⺠との⽇常的な交流
事例検討
なじみの品物等のホーム内配置
ボランティアの受け⼊れ
ホーム内で⽣活が完結できるサービスの提供
施設⾒学の受け⼊れ
地域住⺠向けの介護教室の開催
⽇常業務の時間どおりの進⾏
とても必要 まあ必要 あまり必要でない 必要でない
４）グループホームで仕事をする上での意識 
１－因子分析と尺度の作成 
 管理者、リーダー、一般職員の３者に対し、グループホームで仕事をする時に必要だと
思う項目について 23 項目を作成し、4 件法で回答を求めた。全体数の回答状況は〈図１〉
のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈図１〉 グループホームで仕事をする時に必要だと思うこと 
 
この 23 項目について「とても必要」、「まあ必要」の割合の高い順に並べると「職員のチ
ームワーク」、「認知症に関する知識」、「認知症の介護技術」等の割合が高く、「日常業務の
時間通りの進行」、「地域住民向けの介護教室の開催」、「施設見学の受け入れ」等の項目に
ついては、低い割合であった。 
 上記の仕事上の意識 23 項目の構造を明らかにするために、全項目について因子分析（主
成分分析、バリマックス回転）を行った。その結果、1 項目を除外した 22 項目５因子解が
適切であると判断した。その結果が、〈表５〉である。５因子の累積寄与率は 53.77％であ
り、５因子で項目全体を代表的できると判断できる。第１因子は「認知症に関する知識」、
この23項目について「とても必要」、「まあ必要」の割合の高い順に並べると「職員のチー
ムワーク」、「認知症に関する知識」、「認知症の介護技術」等の割合が高く、「日常業務の時
間通りの進行」、「地域住民向けの介護教室の開催」、「施設見学の受け入れ」等の項目につい
ては、低い割合であった。
上記の仕事上の意識23項目の構造を明らかにするために、全項目について因子分析（主成
分分析、バリマックス回転）を行った。その結果、1項目を除外した22項目5因子解が適切で
あると判断した。その結果が、〈表5〉である。5因子の累積寄与率は53.77％であり、5因子
で項目全体を代表的できると判断できる。第1因子は「認知症に関する知識」、「コミュニケ
ーション能力」、「職員のチームワーク」等の因子得点が高いので、「一般的な認知症ケア」
と命名した。第2因子は「家庭に近い環境作り」、「周辺地域や近隣住民との日常的な交流」、
「なじみの品物等のホーム内配置」等の因子得点が高いので、「本来のグループホームケア」
と命名した。第3因子は「個別支援計画に沿ったケアの実施」、「個別支援計画の作成」、「終
末期ケア」等の因子得点が高いので「個別のケア」と命名した。第4因子は「施設見学の受
け入れ」、「入居者と家族の日常的な交流」、「地域住民向けの介護教室の開催」等の因子得点
が高いので「地域・家族との関係の形成」と命名した。第5因子は「日常業務の時間通りの
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進行」、「ホーム内で完結できるサービスの提供」等の因子得点が高いので「施設完結型ケ
ア」と命名した。
10 
 
一般的な認知症ケア
（α＝.774）
本来のグループ
ホームケア
(α＝.718）
個別のケア
(α＝．729)
地域・家族との関
係形成
(α＝．648)
施設完結型グルー
プホームケア
(α＝．346)
共通性
認知症に関する知識 .731 .167 .156 .171 .082 0.622
コミュニケーション能力 .696 .267 .076 .143 -.052 0.585
職員のチームワーク .666 .057 .042 .271 .141 0.542
認知症の介護技術 .611 .226 .384 .162 -.027 0.599
職員に対する認知症に関する研修 .579 .301 .271 .203 -.108 0.552
身体的な介助技術で一定のレベル .561 .117 .209 -.059 .138 0.394
家庭に近い環境づくり .192 .683 .104 .012 .204 0.556
周辺地域や近隣住民との日常的な交流 .143 .682 .070 .227 -.097 0.552
なじみの品物等のホーム内配置 .188 .552 .209 .244 .034 0.445
入居者の外出支援 .211 .533 .105 .310 .102 0.446
ボランティアの受け入れ .040 .507 .103 .233 -.251 0.386
入居者と職員の家庭的な関わり .287 .481 .155 .079 .156 0.368
個別支援計画に添ったケアの実施 .136 .284 .710 .135 .108 0.633
個別支援計画の作成 .237 .454 .638 .027 .018 0.670
終末期のケア .166 -.054 .625 .326 .073 0.533
事例検討が必要 .334 .116 .620 .206 -.031 0.553
施設見学の受け入れ .143 .259 .121 .718 .145 0.639
入居者と家族の日常的な交流 .136 .211 .124 .713 .029 0.587
地域住民向けの介護教室の開催 .171 .211 .256 .503 .122 0.407
家族とホームとの関係づくり .283 .160 .385 .492 -.130 0.513
日常業務の時間どおりの進行 .104 -.044 -.099 .135 .789 0.663
ホーム内で生活が完結できるサービスの提供 .035 .193 .377 .047 .632 0.582
因子負荷量 7.071 1.333 1.256 1.132 1.038 累積% 53.77
成分
「コミュニケーション能力」、「職員のチームワーク」等の因子得点が高いので、「一般的な
認知症ケア」と命名した。第２因子は「家庭に近い環境作り」、「周辺地域や近隣住民との
日常的な交流」、「なじみの品物等のホーム内配置」等の因子得点が高いので、「本来のグル
ープホームケア」と命名した。第３因子は「個別支援計画に沿ったケアの実施」、「個別支
援計画の作成」、「終末期ケア」等の因子得点が高いので「個別のケア」と命名した。第４
因子は「施設見学の受け入れ」、「入居者と家族の日常的な交流」、「地域住民向けの介護教
室の開催」等の因子得点が高いので「地域・家族との関係の形成」と命名した。第５因子
は「日常業務の時間通りの進行」、「ホーム内で完結できるサービスの提供」等の因子得点
が高いので「施設完結型ケア」と命名した。 
〈表５〉仕事上の意識における因子分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各因子の信頼性分析を実施した（Chronbach のα係数）結果、第１因子、第２因子、第３
因子は 0.7 以上の値が得られたことから、尺度としての十分な信頼性があると判断でき、第
４因子は 0.65 であるとこから、十分とはいえないが、尺度として使用することが可能であ
ると判断した。第５因子は 0.35 であることから、尺度としての信頼性が得られないので、
使用しないこととした。これらの第１因子から第４因子までの下位項目得点を計算し、項
目数で除した数を尺度得点とした。 
 
２－仕事上の意識と基本属性との関連 
 上記に示された仕事上の意識の違いがどこからくるのかを明らかにするため、仕事上の
意識に関する各因子を従属変数、基本属性（職位、性別、年齢、保有資格、介護経験年数、
各因子の信頼性分析を実施した（Chronbachのα係数）結果、第1因子、第2因子、第3因
子は0.7以上の値が得られたことから、尺度としての十分な信頼性があると判断でき、第4因
子は0.65であるとこから、十分とはいえないが、尺度として使用することが可能であると判
断した。第5因子は0.35であることから、尺度としての信頼性が得られないので、使用しな
いこととした。これらの第1因子から第4因子までの下位項目得点を計算し、項目数で除した
数を尺度得点とした。
2－仕事上の意識と基本属性との関連
上記に示された仕事上の意識の違いがどこからくるのかを明らかにするため、仕事上の意
識に関する各因子を従属変数、基本属性（職位、性別、年齢、保有資格、介護経験年数、雇
用形態、学歴）を独立変数として、SPSSによるクロス集計のχ二乗検定を行った。
仕事上の意識については、各因子得点を平均値で二分し、それより得点の高いものを「高
得点群」、低いものを「低得点群」として分析し、ここでは有意差が認められた項目のみを
提示する〈表6〉。
まず、職位については、第1因子、第2因子、第4因子の各項目において、管理者、リーダ
ーでは高得点者の割合が有意に高く、一般職員では低得点者の割合が有意に高いことがわか
った。
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保有資格については、5資格において有意差もしくは有意の傾向が高いことが認められた。
1つめは介護福祉士で、第1因子において介護福祉士保有者で高得点者の割合が有意に高いこ
とがわかった。2つめは社会福祉士で、第2因子と第4因子において社会福祉士保有者で高得
点者の割合が高い傾向がみられた。3つめは介護支援専門員で、第1因子、第2因子、第3因子
において、介護支援専門員保有者で高得点者の割合が有意に高いことがわかった。4つめは
社会福祉主事で、第2因子において社会福祉主事保有者で高得点者の割合が有意に高いこと
がわかった。5つめは認知症ケア専門士で、第4因子において認知症ケア専門士保有者で高得
点者の割合が高い傾向であることがわかった。
介護経験年数については、まず、平均値である6.11年で二分し、経験年数が短い群と経験
年数が長い群に分けて分析を行った。そこで、第2因子においては、年数の短い群が低得点
者の割合が有意に高く、年数の高い群が高得点者の割合が有意に高いことがわかった。ま
た、第4因子においても同様に、年数の短い群が低得点者の割合が高く、年数の高い群が高
得点者の割合が高い傾向にあることがわかった。
雇用形態については、第1因子、第2因子、第3因子において有意差が認められ、いずれも
常勤職員では高得点者の割合が有意に高く、非常勤職員では低得点者の割合が有意に高いこ
とがわかった。
11 
 
介護福祉士 社会福祉士 介護支援専門員 社会福祉主事 認知症ケア専門士
第１因子 * * * *
第２因子 * △ * * * *
第３因子 * *
第４因子 * △ △ △
  * p<0.05　** p<0.01 *** p<0.001  △ p<0.1
（△は～の傾向があると判断した。）
（χ二乗検定）
職位
資格
介護経験 雇用形態
雇用形態、学歴）を独立変数として、SPSS によるクロス集計のχ二乗検定を行った。 
 仕事上の意識については、各因子得点を平均値で二分し、それより得点の高いものを「高
得点群」、低いものを「低得点群」として分析し、ここでは有意差が認められた項目のみを
提示する〈表６〉。 
 まず、職位については、第１因子、第２因子、第４因子の各項目において、管理者、リ
ーダーでは高得点者の割合が有意に高く、一般職員では低得点者の割合が有意に高いこと
がわかった。 
 保有資格については、５資格において有意差もしくは有意の傾向が高いことが認められ
た。１つめは介護福祉士で、第１因子において介護福祉士保有者で高得点者の割合が有意
に高いことがわかった。２つめは社会福祉士で、第２因子と第４因子において社会福祉士
保有者で高得点者の割合が高 傾向がみられた。３つめは介護支援専門員で、第１因子、
第２因子、第３因子において、介護支援専門員保有者で高得点者の割合が有意に高いこと
がわかった。４つめは社会福祉主事で、第２因子において社会福祉主事保有者で高得点者
の割合が有意に高いことがわかった。５つめは認知症ケア専門士で、第４因子において認
知症ケア専門士保有者で高得点者の割合が高い傾向であることがわかった。 
 介護経験年数については、まず、平均値である 6.11 年で二分し、経験年数が短い群と経
験年数が長い群に分けて分析を行った。そこで、第２因子においては、年数の短い群が低
得点者の割合が有意に高く、年数の高い群が高得点者の割合が有意に高いことがわかった。
また、第４因子においても同様に、年数の短い群が低得点者の割合が高く、年数の高い群
が高得点者の割合が高い傾向にあることがわかった。 
 雇用形態については、第１因子、第２因子、第３因子において有意差が認められ、いず
れも常勤職員では高得点者の割合が有意に高く、非常勤職員では低得点者の割合が有意に
高いことがわかった。 
〈表６〉仕事上の意識と基本属性とのχ二乗検定 
 
 
 
 
 
 
４．考察 
１）地域交流に対する意識からみえてくるもの 
１－「職位」との関連について 
 地域との関わりに対する意識と「職位」との関連において、リーダーは「今は関わりは
ないけれど、今後機会を作っていきたい」と考えている人の割合が高く、逆に一般職員は
「今の関わりで十分である」と考えている割合が高いことが明らかになった。この結果か
4．考察
1）地域交流に対する意識からみえてくるもの
1－「職位」との関連について
地域との関わりに対する意識と「職位」との関連において、リーダーは「今は関わりはな
いけれど、今後機会を作っていきたい」と考えている人の割合が高く、逆に一般職員は「今
の関わりで十分である」と考えている割合が高いことが明らかになった。この結果からリー
ダーにおいては、現状では地域との関わりが少なく、今後何らかの対応が必要であることを
自覚しているのに対し、一般職員においては、地域との関わりをそれほど重要視しておらず、
現状に対してもあまり問題意識を持っていないことが示唆された。
地域交流を見据えた認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の現状と課題
― 257 ―
2－「年齢」と「介護経験年数」との関連について
「年齢」との関連について、平均年齢45.63歳を基準に若年層と高年層に二分して分析した
ところ、「必要だと思うが何をしたらいいかわからない」と答えた割合が若年層で高いこと
が明らかになった。
次に「介護経験年数」との関連について分析した。平均経験年数6.85年を基準に、短期経
験者と長期経験者に二分し分析した。「今は関わりはないけれど、今後作っていきたい」と
する割合が短期経験者に比べ、長期経験者が高い傾向であることが明らかになった。逆に
「業務が忙しく、そこまで考えられない」とする割合は短期経験者が高いことがわかった。
当然のことながら、年齢が若ければそれだけ介護経験や現職場での勤務経験などの社会的経
験が浅いため、入居者の身の回りの世話や介護、自分のこなすべき業務に目が向きがちで、
グループホームが置かれている環境や現状がまだよく見えていないといえるだろう。それに
対し、介護経験年数が長い人は、現状をある程度把握した上で問題意識を持っていて、一歩
前へ踏み出したいとの思いがあることが推察できる。
3－「性別」との関連について
「性別」との関連については、「今は関わりがないけれど、今後作っていきたい」とする意
見が女性に比べ、男性のほうが割合が高いことが明らかになった。一般的に男性のほうが、
会社など仕事上での役割や役職の高さに価値を置く人が多く、地域社会とのつながりは年が
若いほど希薄である傾向が高い。そのため、地域との関わりに関心が高い人が多く、地域生
活の充実を重要視する傾向にあると考えられる。
4－「保有資格」との関連について
「保有資格」との関連は、ヘルパー2級、介護福祉士、介護支援専門員のそれぞれの資格保
有者において有意差が認められた。まず、ヘルパー2級保有者は「今は関わりがないけれど、
今後作っていきたい」とする割合が持っていない人に比べて低く、逆に同意見に対する介護
福祉士保有者の割合は持っていない人に比べ高いことが明らかになった。両者は同様に、介
護現場に携わる資格であるにも関わらず、同項目における意識に差があるのはなぜだろうか。
第一に、2資格と「介護経験年数」の関連を分析したところ、ヘルパー2級保有者では経験
年数の短い人の割合が有意に高く、介護福祉士保有者では経験年数の長い人の割合が有意に
高いことが明らかになった。これを前述の意識と「介護経験年数」との関連性と照らし合わ
せてみると、介護福祉士は介護経験年数が長い人が多いため、地域との関わりに対して問題
意識が高く、ヘルパー2級は介護経験年数が短い人が多いため、問題意識を感じる前に目の
前の介護や業務に囚われがちであるというひとつの見解が示せるだろう。
第二に、両資格の取得過程に違いがあることが関連していると考えられる。ホームヘルパ
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ー資格は、厚労省が認定した講習事業者の講習を修了すると「講習修了者」と認定される
「認定資格」で1級～3級まであり、決められた講習を受けさえすれば誰でも取得できるとい
う手軽さがある。しかし、平成21年3月末でヘルパー3級は介護報酬の算定外となったため、
現在は2級以上の取得が主流となっている。2級講習は、講義、実技講習、介護実習の計130
時間が設定されており、カリキュラムはどの事業者でも国の基準に沿っているが、教え方は
その事業所の方針や設備、また講師の経歴によってもさまざまで、講習をうける事業所によ
って学べる知識や技術に偏りが出てしまうという問題がある。一方、介護福祉士は、国家試
験を受けて取得する「国家資格」である。その取得方法は、平成19年の社会福祉士及び介護
福祉士法の改正により一元化が図られ、養成施設ルート、福祉系高校ルート、実務経験ルー
トのいずれのプロセスにおいても国家試験を受験することが定められている15。こうした経
過による両資格における基本的な介護技術や幅広い知識の差が、前述の意識の違いに影響し
ていると考えられる。
しかし国は、質の高い介護サービスを安定的に提供していくためには、介護人材の安定的
確保、資質向上が不可欠として、介護職員基礎研修とヘルパー2級資格を平成24年度で終了
し、平成25年度より、介護職員基礎研修は「介護福祉士養成のための実務者研修」、ヘルパ
ー2級は「介護職員初任者研修」（筆記試験を導入）にそれぞれ改編した。こうして初任者研
修は、在宅・施設問わず、介護職として働くうえで基本となる知識や技術を修得する研修と
なり、今後のキャリアパスも「初任者研修修了者→介護福祉士→認定介護福祉士（仮称）」
と一本化されることとなった。この改編が介護人材の資質の向上と職場環境の改善などにつ
ながることが期待される。
「介護支援専門員」との関連については、「入居者から希望があれば、関わりを持つべきで
ある」とする意見に対して、資格保有者の割合が持っていない人に比べて低い（22.5％）こ
とが明らかになった。しかし、「職員や入居者から積極的に関わる機会が必要」という意見
に対しては資格保有者の67.5％が賛同しているため、この項目に限り低い割合であることに
は甚だ疑問ではあるのだが、グループホームにおける介護支援専門員は、介護計画の作成段
階で「通所介護の活用、地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な
活動の確保に努めなければならない」、また「利用者の心身の状況、希望及び置かれている
環境を踏まえて」目標を達成するための計画を作成しなければならないと法的に規定されて
いる16。そのため、職務として入居者のニーズを的確に捉え、地域交流にも関心を持って計
画作成等に取り組む必要があると判断される。
5－「雇用形態」との関連について
「雇用形態」との関連については、常勤職員と非常勤職員に分類して分析したところ、「依
頼があればボランティアや地域を受け入れたい」とする割合が、常勤職員に比べ非常勤職員
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のほうが低いことが明らかになった。この点についても「介護経験年数」との関連を分析し
たところ、常勤職員は経験年数が長い人の割合が有意に高く、非常勤職員は経験年数が短い
人の割合が有意に高いことがわかった。この結果より、常勤職員はさまざまな利用者と長い
期間、そしてある程度の人数と接していることから、外部の人々が入居者に与える影響や入
居者の反応が予測できるので、不安感や負担感が少ないということではないかと推測した。
また、この設問では「依頼があれば」との但し書きがあるが、依頼の有無に関わらず、職員
一人ひとりが入居者と地域資源とのパイプ役となる意欲やスキルを身に付けていくことが重
要だと考える。
（2）グループホームでの仕事上の意識からみえてくるもの
1－「職位」との関連について
「職位」との関連については、第1因子「一般的な認知症ケア」、第2因子「本来のグループ
ホームケア」、第4因子「地域・家族との関係形成」で有意差がみられた。各因子において、
管理者、リーダーは有意に高く、一般職員は有意に低いことが明らかになった。これらの因
子に関わる項目はグループホームの運営方針として規定されているもので、勤務する職員全
員が共通認識しているべきところであるが、職位による差が生じているということは、事業
所が職員全体に対して運営方針の共有を図れていない現状がみてとれる。先行研究において
も小林（2005）17が、外部評価における低評価のグループホームの課題点を指摘しているが、
その中で「要改善」が多かった分野・領域のひとつとして「運営理念」を挙げている。この
分野・領域で問われているのは、各グループホームの理念の明確化と説明責任である。利用
者や家族、地域社会に対して運営理念をきちんと説明することができ、同意を得られるため
には、日ごろから運営理念が経営責任者のみならず、介護職員に身についていなければなら
ないだろう、としている。つまり、グループホームが地域住民の理解を得て発展するために
は、まずグループホームの基本的な運営方針、そして所属する事業所の運営理念が職員一人
ひとりに認識され、共有されていることが必要不可欠なのである。
2－「保有資格」との関連について
「保有資格」との関連については、5資格において有意差、もしくは有意な傾向があること
が認められた。第1因子「一般的な認知症ケア」では、介護福祉士と介護支援専門員が有意
に高い得点であることが明らかになった。また、第2因子「本来のグループホームケア」で
は、介護支援専門員と社会福祉主事で有意に高得点であり、社会福祉士が有意に高い傾向で
あることが明らかになった。第3因子「個別のケア」では、介護支援専門員が有意に高得点、
第4因子「地域・家族との関係形成」では、社会福祉士と認知症ケア専門士が有意に高い傾
向であることが明らかになった。
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この結果から、介護福祉士は第1因子「一般的な認知症ケア」のみであったことから、主
に目の前の利用者に対する心身の介護に関心が強く、利用者の生活背景や地域交流にまで関
心が広がっているとは言い難い。
また、社会福祉士（社会福祉主事も含む）については、第2因子「本来のグループホーム
ケア」、第4因子「地域・家族との関係形成」で高い傾向がみられたことから、その意識は法
的に規定された「専門的知識及び技術をもって、身体上若しくは精神上の障害があること又
は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ、助言、
指導、福祉サービスを提供する者又は医師その他の保健医療サービスを提供する者その他の
関係者との連絡及び調整その他の援助を行うことを業とする者」と共通する部分があり、そ
の視野は地域にまで広がっている。
介護支援専門員については、第1因子「一般的な認知症ケア」、第2因子「本来のグループ
ホームケア」、第3因子「個別のケア」で有意差が認められた。その意識が多岐に渡っている
のは、介護支援専門員資格の取得課程では受験資格に、医療・保健・福祉などの各分野の法
定資格を所持していることが要件にあることが考えられる。そのため、ここで第4因子「地
域・家族との関係形成」で有意差がみられなかったことは、もともと所持している法定資格
によるものであるとも推察することができるだろう。
最後に認知症ケア専門士については、第4因子「地域・家族との関係形成」で有意に高い
傾向がみられた。認知症ケア専門士とは、認知症ケアに対する優れた学識と高度の技能、お
よび倫理観を備えた専門技術士を養成し、わが国における認知症ケア技術の向上ならびに保
健・福祉に貢献することを目的として設立された一般社団法人日本認知症ケア学会認定の資
格である。受験資格は「認知症ケアに関する施設、団体機関等において、3年以上の認知症
ケアの実務経験を有する者」とされており、第4回日本認知症ケア学会総会（平成15年11月
23日）において決定し、「認定認知症ケア専門士」制度が設けられた。本調査においての保
有者は15名（3.6％）と少数であったため、本研究では有意な傾向があったことのみ示すこ
ととした。今後、認知症ケア拠点での活躍が期待される。
3－「介護経験年数」との関連について
「介護経験年数」との関連については、第2因子「本来のグループホームケア」で有意差
が、第4因子「地域・家族との関係形成」では有意な傾向がみられた。第2因子では、介護経
験年数が短い人は得点が有意に低く、年数が長い人は得点が有意に高いことが明らかになっ
た。第4因子についても同様の傾向がみられた。第2因子、第4因子は共に他の因子に比べ、
グループホームの特性を生かしたケアやグループホームに期待される機能や役割といった要
素を含んでいる。この結果から介護経験年数が長くなるほど、グループホームに期待される
役割を理解し、日々のケアに臨んでいるといえる。
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4－「雇用形態」との関連について
「雇用形態」との関連については、常勤職員において第1因子「一般的な認知症ケア」、第2
因子「本来のグループホームケア」、第3因子「個別のケア」で有意に高く、非常勤職員では
有意に低いことが明らかになった。前述のとおり、「雇用形態」は「介護経験年数」との関
連があり、常勤職員は経験年数が長い人の割合が有意に高く、非常勤職員は経験年数が短い
人の割合が有意に高いので、上記の3－と同様のことがいえると考えられる。
5．まとめ
本研究では、グループホームで勤務する職員に対し、地域交流に対する意識と仕事をする
上での意識を調査し、回答者の基本属性との関連からその背景を探った。
その結果から、地域交流を含めたグループホームの役割や機能を理解し、現状に問題意識
を持っている職員の共通点として、①管理者やリーダーとして役職を務めていること、②介
護現場での勤務経験が長いこと、③福祉系の法定資格を保有していること、④常勤職員であ
ること等が明らかになった。一方、介護現場での経験が浅い職員は、地域交流に対する問題
意識は薄く、日常的な自分の業務をこなすことを第一に仕事に取り組んでいることが示唆さ
れ、両者の意識の差が顕著に表れる結果となった。
この要因としては、職員全体に対する地域密着型サービスとしてのグループホームや事業
所個別の運営方針・理念の共有化が図られていないことが挙げられる。この課題を解決する
ためには、上記の4点を満たす職員を指導者的立場として養成する必要があると考えられる。
そのためには、①保有資格における課題点を充足させる研修や学習の機会を作ること、②事
業所においては職員が長く働ける環境づくりをすること、③経験の浅い職員に対する新人教
育を実施することが求められる。
このように、グループホームが本来持っているべき機能、期待される役割を果たすために
は、まずは職員の意識の基盤を形成する、グループホームの法的規定を踏まえた「運営方針
の共有化」を図ることである。その上に初任者研修などの教育、介護経験、資格が積み上が
ることで、技術や知識に基づいた問題意識やアイディアが生まれ、入居者の生活のみならず、
周辺地域に向けた大きな力へとつながることが期待される。このような状況が生まれれば、
グループホームは、単なる介護保険サービスの一つであるばかりでなく、地域の認知症ケア
の中心となるような存在へと発展する可能性を秘めていると思われる。
6．本研究の限界と課題
本研究では、アンケート調査のみの全体数としての分析が主であり、実態把握や課題点を
指摘することに終始し、自由記述等に込められた一人ひとりの思いや真意などまでを分析し
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たり、今後の方向性を提言するまでに至らなかった。また、筆者自身がグループホーム勤務
経験者であることから、自分自身の問題意識に偏重し、分析結果に対する推察・考察では客
観性に欠ける部分があるかもしれない。次回調査では、職位別に対象者へのインタビュー調
査を加えたり、地域交流が活発な事業所とそうでない事業所の比較検討などの現地調査の実
施、また、地域住民からみたグループホームのあり方を調査するなど、より現場に密着した
実証性の高い研究を目指したい。
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Summary
Group homes for elderly people with dementia originally functioned as a small living 
space for humans living closely together in a domestic atmosphere, in which each elderly 
person's way of life was supported while they continued living in the community to which 
they were accustomed. However, in current group homes, residents are restricted from 
freely going outside because of their mental and physical symptoms caused by dementia. A 
large part of their everyday life is dependent on the circumstances of the staff's work 
schedule.
Therefore, in this study, we conducted a questionnaire survey of people living in a group 
home in N Prefecture to understand the actual situation. Based on differences in attributes 
of the staff working there, we investigated the tendencies of awareness and behavior and 
examined how they affect the residents' lives.
As a result, we understand the role and function of the group home that specifically 
involves community exchange. We also clarified the following common points among staff 
members who were critically aware of the current situation: 1）Working as administrators 
and leaders; 2）Extensive work experience in the care field; 3）Possessing the legal 
qualification of the welfare system; and 4）Being full-time staff.
Keywords: elderly, dementia, group home, job title, duration of care experience, qualifications
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